
事業区分

事業番号

1-4

H29 H30 H31 H32 H33 総事業費

1,543 9,264 1,543 12,350

1,543 9,264 1,543 12,350

0.17 0.17 0.17 0.51

1,308 1,308 1,308 3,924

2,851 10,572 2,851 16,274

内

訳

管理主体

道支出金

市立まつもと保育所、市立こまば保育所調理場を改修する。

31

事業費

合計／年

一般財源

維
持
管
理

維
持
管
理
費

施設維持費

人員(人工）

職員費（人員×7,693千円）

総事業費

主管課（担当名）

事務事業名 子育て環境整備事業（保育所）

施策体系との関連
施策区分

多様化する保育ニーズに応え保育環境の充実したまち

■実施計画
■重点プロジェクト

こども子育て課（こども子育て担当）

施策目標

児童保育の充実

目　的 良質な保育環境の提供のため、保育施設の設備改修を実施することにより、保育環境の整備を推進する。

年　度

事
務
事
業
の
概
要

実施方法

事
業
費
と
内
訳

成　果 入所児童が快適で過ごしやすい保育環境の充実や、安心・安全な給食提供等衛生環境の向上が図られる。

事務事業評価（事前評価）シート【令和元年度】

１　施策体系

30

33

29

２　事務事業の目的

３　事務事業の概要

10872

■直営（市が直接実施）　　□補助（民間等に補助）　　□委託（民間等に委託）　　□その他

■自治事務　　□法定受託事務

市内公立保育所を改修する。

32

概　　要

市立まつもと保育所、市立こまば保育所調理場内に冷暖房設備を設置する。

事務区分

（単位：千円）

運営方法

概算人件費

国庫支出金

地方債

その他



2施設 2施設 3施設

ア．

作成年月 令和元年6月

活
動
指
標

市内民間保育施設と同水準の整備が図られ、公平である。

４　事務事業の現状と課題

６　評価の視点

冷暖房機設置により、調理場内の衛生管理向上が図られるとともに、迅速な給食提供が行われる。

事務事業改善策

（継続事業のみ記入）

計画値
（H30）

カ．

取組みに当たって
期待される効果など

５　事務事業の効果について

□緊急性が高い　　■緊急性はある　　□緊急性はない

改修施設数

目標値
（H32）

目標値
（H37）

ア．

事業の緊急性

直営施設のため、市で実施する必要がある。

市民ニーズ

市が実施する
必要性

□かなりのニーズがある　　■ニーズはある　　□ニーズはあまりない

事業の有効性

■本事業の有効性が高い　　□本事業の有効性がある　□既存事業と大きな差はない

今後とも安心・安全な給食の提供による食育を行う観点から、改修の必要があると判断したもの。

■適切である　　□現状として妥当である　　□検討の可能性はある

入所児童に毎日提供される給食にかかる衛生管理の向上は必要である。

エ．

イ．

施設の衛生管理向上により、入所児童に対し引き続き安心・安全な給食の提供による食育が図られるため有
効である。

７　今後の事業の進め方

総合政策部で
付された意見

アを踏まえ、担当
部局の方針

【速やかに実施】
速やかに事業推進を図るとともに、施設の安全性や機能保全の確保に努められたい。

■計画どおり着手が適当　　□再検討し実施する　　□着手を延期する

速やかに実施することで、より一層の衛生管理向上の強化と安心・安全な給食提供に努める。

ウ．

イ．

夏季の高温多湿の調理場において、冷暖房機設置による給食の衛生管理向上は必要である。

■市が実施すべきである　　□市の実施について検討の余地あり　　□市以外で実施可能である

手段の適切性

事業の公平性

指　標　名

オ．

□公平性は高い　　■概ね公平である　　□改善の余地はある



事業区分

事業番号

1-4

H29 H30 H31 H32 H33 総事業費

218,233 170,964 389,197

148,169 113,977 262,146

70,064 56,987 127,051

1.00 1.00 2.00

7,693 7,696 15,389

225,926 178,660 404,586

合計／年

職員費（人員×7,693千円）

総事業費

維
持
管
理

管理主体

運営方法

維
持
管
理
費

施設維持費

概算人件費

事
業
費
と
内
訳

（単位：千円）

事業費

内

訳

国庫支出金

道支出金

地方債

その他

一般財源

人員(人工）

31
学校法人堀内学園　睦の園幼稚園が令和2年3月竣工予定の新園舎現地建替工事に伴い、事業費の一部に
ついて国と市が補助を実施するもの

32
事業費の一部について国と市が補助を実施し、市内民間幼稚園の速やかな認定こども園化移行を支援するこ
とで、市内全体の保育環境の充実を図る。

33

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務

３　事務事業の概要

事
務
事
業
の
概
要

年　度 概　　要

29

30

成　果
３歳未満児の受入枠が増加することにより、市内の幼児教育・保育環境のより一層の充実が図られるととも
に、就業機会の増大へと繋がる。

実施方法 □直営（市が直接実施）　　■補助（民間等に補助）　　□委託（民間等に委託）　　□その他

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 児童保育の充実

施策目標 多様化する保育ニーズに応え保育環境の充実したまち

事務事業評価（事前評価）シート【令和元年度】

主管課（担当名） こども子育て課（こども子育て担当）
■実施計画
■重点プロジェクト

事務事業名 幼保連携型認定こども園整備補助事業 12753

２　事務事業の目的

目　的
幼児教育無償化等による地域ニーズを見据え、民間幼稚園が実施する幼保連携型認定こども園移行に伴う
新園舎建設に対し、事業費補助を実施することにより、市内の子育て環境の充実を図る。



1施設 1施設 -

ア．

作成年月 令和元年6月

７　今後の事業の進め方

総合政策部で
付された意見

【速やかに実施】
速やかに事業推進を図るとともに、市内全体の保育環境の向上に努められたい。

イ．
アを踏まえ、担当
部局の方針

■計画どおり着手が適当　　□再検討し実施する　　□着手を延期する

民間施設による整備を支援することで、公立民間問わず、市内全体で子どもを育てやすい環境向上に努め
る。

オ． 事業の公平性

■公平性は高い　　□概ね公平である　　□改善の余地はある

民間施設による整備に対し、国要綱に基づく国・市の事業費補助であり、公平である。

カ． 事業の有効性

■本事業の有効性が高い　　□本事業の有効性がある　□既存事業と大きな差はない

幼児教育無償化実施により、一時的な入所児童の増加が予想されるなか、公立民間問わず市内全体の保育
環境等の向上に寄与するため有効である。

ウ． 事業の緊急性

□緊急性が高い　　■緊急性はある　　□緊急性はない

築28年が経過し、老朽化による雨漏りや狭隘化の問題が発生したため、緊急性を要する。

エ． 手段の適切性

■適切である　　□現状として妥当である　　□検討の可能性はある

市が補助することで、国の補助と併せて建替工事の実施が可能となり、建替による保育定員の増加により、市
内全体の保育環境の向上に寄与することが出来る。

６　評価の視点

ア． 市民ニーズ

■かなりのニーズがある　　□ニーズはある　　□ニーズはあまりない

本年10月実施予定の国による幼児教育無償化により一時的な入所児童の増加が予想されることから、市民
ニーズも高い。

イ．
市が実施する
必要性

■市が実施すべきである　　□市の実施について検討の余地あり　　□市以外で実施可能である

市が補助（1/4・5.5/10）することで、国の補助（1/2）が行われ、建替工事の円滑化が図られる。

事務事業改善策

（継続事業のみ記入）

５　事務事業の効果について

取組みに当たって
期待される効果など

国が令和元年１０月に幼児教育・保育の無償化を予定していることから、市においても入所児童が一時的な増
加が懸念される中、民間事業者の建替を支援することで、市内全体の３歳未満児の受入枠の拡大が図られ
る。

４　事務事業の現状と課題

活
動
指
標

指　標　名
計画値
（H30）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

整備施設数


